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第 2回中山台地区教育環境適正化検討委員会 

 

平成 29年(2017 年)3月 13日(月) 

午前 10時 00分～ 

中山台コミュニティセンター 

 

１ 開会あいさつ 

  宝塚市副市長 井上輝俊 

 

２ 議事 

（１）中山五月台中学校の小規模化解消のための山手台地区を対象とした通学区域の弾力

的運用について（報告） 

 ①経過について 

9月 23日(金) 

10月 17日(月) 

10月下旬 

10月 27日(木) 

11月 5日(土) 

11月中旬 

11月 21日(月) 

12月 7日(水) 

12月 14日(水) 

1月 7日(土) 

1月 10日(火) 

○中学校長会説明 

○中山台地区教育環境適正化検討委員会 

○山手台中学校長説明 

○教育委員会協議会 

○山本山手コミュニティ説明 

○山手台小学校長説明 

○山手台小学校 PTA会長説明 

○山手台小学校 PTA本部役員説明 

○山手台小学校 PTA運営会議説明 

○保護者から意見を聞く会 

○保護者から意見を聞く会 

 ②結果 

   平成 28年度の小学校 6年生を対象とした制度運用は見送り 

 ③今後の取り組み 

今後、保護者、地域、学校、行政で構成する意見交換会を開催し、次年度の実施に

向けた意見調整を行う。（6月頃には方向性を決定したい） 

 

（２）中山五月台幼稚園についての方向性（案） 

  以下の 2 点について、教育委員会の考え方（案）をまとめました。今後、市の政策、

財政担当などの他部署にも影響するため、関係部署との協議調整のうえ、教育委員会と

しての意思決定を経て、取り組みを進めます。 

  ①園児募集停止時期（案） 

項 目 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 

園児募集 ○ ○ × ×  

廃園 4歳児 在園 在園 在園 休級 

5歳児 在園 在園 在園 在園 
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 ②通園手段の確保策（案） 

  地域の皆様さまのご意見を参考に、ミニバス又は路線バスなどの活用も含めて検討し

ます。    

 

 ③意見交換 

 

 

 

 

 

（３）3年保育の実施（案） 

  教育委員会では、宝塚市幼稚園教育審議会の答申を受け、以下の通り、3年保育の実

施に向けて検討を進めています。今後、市の政策、財政担当などの他部署にも影響する

ため、関係部署との協議調整のうえ、教育委員会としての意思決定を経て、取り組みを

進めます。 

 ①3年保育の実施について（案） 

項  目 内   容 

実施予定園（案） 施設設備が整っている園（長尾幼稚園、仁川幼稚園） 

園児募集の実施時期（案） 早期の実施に向けて検討中 

 

 ②意見交換 

 

 

 

 

（４）中山五月台小学校について 

 ①平成 29年度の児童生徒数及び学級数見込み 

 

学年 

中山五月台小 中山桜台小 中山五月台中   

歳児 

中山五月台幼 

児童数 Cl 児童数 Cl 生徒数 Cl 園児数 Cl 

1年生 11 1 69 2 80 2 4歳児 28 1 

2年生 19 1 65 2 86 3 5歳児 31 1 

3年生 12 1 69 2 85 3    

4年生 21 1 64 2      

5年生 23 1 61 2      

6年生 26 1 71 2      

計 112 6 402 12 251 8 計   

特支 7 2 7 3 7 2    

合計 119 8 409 15 258 10 合計 59 2 
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 ②小規模校の課題整理（基本方針より） 

ア．学校教育では、一定の児童生徒数や学級数があることにより、子どもが集団の中で多

様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて、一人ひとりの資

質や能力を伸ばすことから、一定の児童生徒数や学級数が必要です。 

イ．人間関係を序列化、固定化しないよう、各学年でクラス替えができるよう複数の学級

が必要です。 

ウ．体育ではクラス対抗ができ、部活動においても、子どもたちに十分な選択肢を用意す

る必要があります。 

エ．教員配置では、学年複数学級とすることで、教員同士が指導方法について協議ができ、

また、組織的な校務分掌も確保され、教員が互いに切磋琢磨するために必要な教員数を

確保する必要があります。 

 

 ③小規模校における適正化の手法（基本方針より） 

ア．学校の統合 

対象校が、小規模校又は適正規模校に隣接する場合で、統合後の学校が適正規模を

維持できる場合は、学校の統合を検討します。 

イ．通学区域の変更 

対象校が、大規模校又は適正規模校に隣接する場合で、通学区域の変更を行っても

双方が適正規模の学校となる場合は、通学区域の変更を検討します。 

ウ．通学区域の弾力的運用 

児童生徒数の増加を図るため、保護者からの申請により、隣接する大規模校又は適

正規模校からの就学学校の変更を許可する通学区域の弾力的運用について検討しま

す。 

 

 ④意見交換 

 

 

 

 

（５）次年度の委員体制について 

   各所属団体の役員改選に伴う委員変更について 

 

 

（６）その他 

 

 

（７）次回の日程 

 

３ 閉会 
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